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1. はじめに

私は本校において,校内における移民問題等への
アドボカシー活動※1を実践すべく,移民・難民問題
に特化して活動を行う「移民・難民プロジェクト」
を立ち上げた。プロジェクトでは勉強会の実施や地
域国際交流協会が主催するイベントへの参加を通し
て移民・難民問題への理解増進に努めている。実
際の在日外国人の方への調査を通して日本の外国人
受け入れ政策の課題について明らかにしたいと考
え，本研究を実施する。本研究では,現在の日本の
移民政策のあり方について論じた後,先行研究を基
に同国の移民政策の課題について仮説を立てる。そ
して日本に滞在する外国籍の方に実施した「日本で
の生活に関する調査」の結果を基に,同国の移民政
策の課題と今後あり方について考察を行う。 
※1：一人ひとりが問題について知り、その原因
について声をあげ、 解決のためにできることを訴
えていくこと 

2. 研究の目的
　本研究の目的は在日外国籍の方への「日本での
生活に関する調査を通じて,日本の外国人受け入れ
の実態並びに課題を明らかにし,今後の日本におけ
る社会統合政策の必要性を論ずることにある。 

3. 日本の外国人受け入れの現状
現状,日本政府は移民政策を実施していないスタ
ンスを表明している。「日本において『移民』とい
う用語は，諸外国とは異なり，一時的に日本に滞
在する『外国人労働者』と区別して用いられてお
り、日本は労働力としての外国人の受け入れは『移
民政策』には当たらないとの見解を示している。そ
のうえで，政府は外国人労働者についても，『高度
外国人材』と『単純労働者（非熟練労働者）』に

分け、単純労働者は受け入れないという基本的方針
を堅持してきた（1）」とされている。 
日本はこれまで1990年に施行された改正入管法
で「高度外国人材」の受け入れに繋がる27の在留
資格の設立や名目上の国際貢献の観点から1993年
に設立された「技能実習制度」に加えて，2019年
には外国人の公正で厳格な管理政策を推進するた
め，出入国管理局が出入国管理庁に格上げなどをし
ている。政府は「移民政策」はとっていないとして
いるものの，日本に在留する外国人の数は近年増
え続けている中で，上記のように出入国管理政策
（外国人の入国・在留・退去等の管理政策）だけ
が強化され続けており，外国人の社会参画を支援
する統合政策についてはほとんど政策は取られてい
ないのが現状である。 

4. 日本の外国人受け入れにあたっての課題
現在，日本の外国人受け入れにあたっての課題の
多くは政府が出入国管理政策だけに重きを置き，
統合政策に関する取り組みが国として行われていな
いことに起因している。 
外国人の受け入れにあたって主に以下の5点が課
題として指摘されている。 
1点目は防災・災害対応の問題である。防災訓練
や災害時において，外国人は言語や習慣の違いか
ら，取り残される可能性の高い存在とされており，
外国住民も包括する防災・災害対応の実現が各自
治体において求められている。 
2点目は公共サービス並びに，医療サービス利用
の問題である。外国人が公共サービスを利用する
には，公共サービスの多言語対応化が必須であ
り，特に専門用語が用いられることの多い医療サ
ービスにおいては多言語での医療通訳の実現が急務
となっている。 



3点目は外国人を取り巻く職場環境である。外国
人を受け入れる職場での労働環境は国や地方自体
体が介入することなく，雇用主と外国人との関係
に左右されることから，外国人を取り巻く職場に
おけるコミニケーションの問題や残業の強要など
様々な問題が取り沙汰されている。 
4点目は日本人と外国人間での文化や金銭に関わ
る習慣を原因としたトラブルである。日本独自の習
慣（靴を家で脱ぐ・借家の礼金など）や地域間で
の生活規則の差異による日本人と外国人間でのト
ラブルが外国人の増加に伴い増えている。 
5点目は外国人の子どもへの教育である。外国人
の子どもは日本語を母国語としないため，日本の
子どもと同じような教育だけでは不十分であるな
ど子どもの教育をめぐって考慮しなければならない
点が多くある。例えば、学校においてうまくコミニ
ケーションが取れず、不就学児童を生んでしまう問
題やクラス内での孤立などの問題が生じている。 

5. 研究調査について
5.1. 目的
本調査の目的は在日外国籍の方に対して、日本で
の生活に関するアンケートを実施し，外国人の日本
での生活実態について明らかにした上で，日本にお
いて外国人の受けれの課題と今後のあり方について
論ずることにある。 
5.2. 調査の概要
調査を実施するにあたり，武蔵野市国際交流協会
様が紹介して下さったケフィン＝ヨハル様と本校
ALT教員3名、計4名の外国籍の方に対して以下の
13項目の質問を実施した。ケフィン＝ヨハル様に
は、Zoomを用いて直接インタビューを日本語で実
施した。本校ALT教員にはGoogleフォームにて同
質問項目を英語に翻訳して調査を実施した。 

6. アンケート結果概要
実施したアンケートの結果概要を以下項目ごとに
示す。

質問項目1：渡日の経緯については，回答者の大半
が日本での仕事を始めるために来日したことを挙
げていた。また，他には他国での生活を経験する
ため渡日したとの回答もあった。 
質問項目2：回答者全員が，現在特に困っているこ
とはないが，今後起こるとされている災害に対して
準備が整っておらず，災害発生時の対策を不安に
思っていると回答した。 
質問項目3：回答者の全員が共通して，転入する際
など，行政サービスを利用する際は記入すべき書類
が多く，日本語を習得していなかった来日当初は，
記入に苦労したと答えていた。また，回答者のうち
日本語学校に通っていた方については，日本語学校
の先生が書類記入の際に支援をしてくださったと回
答した。 
質問項目4：回答者の多くが，医療サービスを利用
する際は，医師との会話の中で医療専門用語を理
解するのに苦労したと回答している。しかし回答者
の中には医師が写真や図を用いてわかりやすく説明
してくれたと答えた方もいた。 
質問項目5：就労にあたって，回答者の中には書類
記入や面接の際に苦労したと答えた方がいた。ま
た，仕事においては回答者の多くが，同僚が協力的
なので取り組みやすいと回答した。 
質問項目6：回答者の多くが，近隣住民は友好的で
特に不自由はないと答えている。また，市役所や国
際交流協会の支援を通して地域に参画しやすくなっ
たと回答した。 
質問項目7：回答者は2名で，2名とも子育てにおい
ては市役所の協力もあり特に不自由なないと回答
した。 

1、渡日・在住の経緯 
2、災害時や防災訓練等の際に困ったこと又は災害 
　発生時に不安に思っていること 
3、行政サービスを利用する際に困ったことはある　　　　 
　か。又具体的にどのような状況で困っているのか 
4、医療サービス利用の際に困ったことはあるか。 
　又具体的にどのような状況で困っているのか 
5、就労または仕事をするにあたって困ったことは　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　 
　あるか。又具体的にどのような状況で困ったか 
6、地域参画（近所付き合いも含め）において　　                   
　苦労したことはあるか。又具体的にどのような 
   状況で困ったのか 

図1 在日外国籍の方への質問内容

7、（子供がいる場合）子育てや子供の学校へ 
　の通学にあたって困ったことはあるか。又具体
的にどのような状況で困っているのか 
8、コロナ禍による生活への影響はあったか。又
具体的にどのような影響があったか 
9、日本での生活で他に困ったことはあるか 
  （現在も過去のことも含め） 
10、日本で生活をしていて、良いと感じるところ　 
　はあるか。具体的にどの点で良いと思うか 
11、日本での生活の全体の感想 
12、外国人市民がより暮らしやすい社会に向 
　けて必要だと思うこと 
13、行政の対応および市・国への要望 



質問項目8：回答者の多くが，コロナ禍の影響とし
て母国に帰省が出来なくなったことを挙げてい
た。また，回答者の中にはコロナの影響で家で過
ごす時間が増えたことで，新たな趣味を見つけるこ
とができたなど，コロナ禍をポジティブに捉えてい
る方もいた。 
質問項目9：回答者の多くが、日本での訪日当初，
敬語や遠回しの表現など日本独自のコミニケー
ションのあり方に苦労したと答えている。また，回
答者の中には日本人は礼儀正しいが，知人から友
人になることが難しく苦労していると回答した方も
いた。 
質問項目10：回答者の多くが日本での生活の良い
点として公共交通機関の信頼性の高さ・質の高いイ
ンフラ・人々の礼儀正しさを挙げており，日本は
大変生活しやすい場所であると回答した。 
質問項目11：回答者全員が、日本での生活に十分
満足しているとの旨の回答した。 
質問項目12：回答者の多くが医療や行政などの公
共施設での多言語対応を拡充すべきであると回答し
た。 
質問項目13：回答者の多くが、多言語で対応でき
る施設を増やし，情報へのアクセスをより直接的で
わかりすいものにしてほしいと回答した。また，電
気料金の引き下げや自転車専用道路の拡充など日本
人が行政に求めることと同様の要望をする回答者
もいた。 

7. 考察
今回の調査結果を踏まえて，以下の2点において
考察を述べる

　1点目は，調査結果を踏まえて，在日外国籍の方
の日本における生活実態について調査項目毎に課題
を明らかにする。 
　災害・防災対応においては、回答者の全てが訪日
以来、巨大災害を経験していないため、特に苦労し
たことはないと答えていた。しかし「4.日本の外国
人受け入れにあたっての課題」において述べたよう
に防災訓練や災害時において，外国人は言語や習慣
の違いから，取り残される可能性の高い存在とされ
ているため、防災訓練や災害時における外国人を
取り残さない為の政策の策定を国や地方自治体は
急ぐ必要があると考える。 
　医療・行政サービスの利用において、日本に渡日
した直後は、主に日本語に慣れ親しんでいないとい
う理由から医療や行政サービスを受けるに当たっ
て、専門用語の理解という点で苦労したことが多
かったと答える回答者が多かった。しかし日本語

を習得するにつれて、公共サービスの利用において
苦労することは少なくなったと考えられる。 
　子育て・地域参画においては、回答者の多くが、
地方自治体や地域国際交流協会の支援を受けてい
ることから、在日外国人にとって子育てや地域参画
は他者からの支援の必要度が高いと考えられる。
よって国や地方自治体は特に外国人の子育て・地域
参画の支援に力を入れていくべきであると考えられ
る。 
　コロナ禍の影響においては、回答者の多くが、外
国人という理由で特筆して苦労したことは挙げてい
ないことから、外国人受け入れ政策における在日
外国人へのコロナ対応についての課題は、今調査で
の結果を見る限り上がっていないと考えられる。 
　　　2点目は、日本における生活実態についての
調査結果を踏まえて，日本の外国人受け入れ政策の
現状と課題点を明らかにする。 
　今回のアンケートに回答した6名の在日外国籍の
方は概ね，日本における生活において，行政や医療
サービスまた子供の就学の際には国からの支援で
はなく、地方自治体や地域国際交流協会の支援を
受けていた。従って，現在の日本における外国人支
援の実務は地方行政や地域国際交流協会，地域
NPOなどが担っていると考えられる。「3．日本の
外国人受け入れの現状」でも述べたように，国とし
て一元的な社会統合政策はとられていないため，外
国人支援体制の充実度は地域によって大きく異なっ
ているのではないかと考えられる。 
  また，課題点としては回答者全員が、「質問項目
12．外国人市民がより暮らしやすい社会に向けて
必要だと思うこと」において公共サービスでの多言
語対応化を求めていたことから、全国一律に、多
様な言語を母国語として持つ外国人に対応する多言
語対応や「やさしい日本語※2」の普及が日本の外
国人受け入れにおいて必要であると考える。 
※2：普段使われている言葉を，外国人にも分かる
ように配慮した簡単な日本語のこと 

8. 今後の日本の外国人政策のあり方
先行研究や今調査を踏まえて，現在政府が，一元
的で質の高い社会統合政策を導入していないことが
原因で，外国籍の方が渡日後，様々な課題に直面し
ていることが分かった。そもそも現在，日本は移
民の受けれは行っていないとのスタンスを表明して
いるが，ここ数十年の間で訪日外国人の数は急激
に増えており，在日外国人の日本での滞在年数も伸
びている。従って，政府は在日外国人の生活の安定
を日本全国で保障するため，従来のスタンスを転
換し，政府による外国人に対する、言語教育と社



会事情教育の全国一律での実施など，社会統合政策
を速やかに導入すべきであると考える。


9. 今後の展望
今回の調査を踏まえて明らかになった反省点を基
に今後のアドボカシー活動の展望について以下3点
を記す。 

1点目は，今回の調査において回答者が4名と極め
て少数であったこと，また回答者の大半の所属や
居住地域も同じてあったことから，日本の外国人
受け入れ政策の実態の把握をするには，サンプルと
して限度があると考える。従って，今後はよりサン
プル数を増やすとともに，多様なバックグラウンド
を持つ在日外国籍の方々に対してアンケートを実施
していくことで，さらに詳細な日本の外国人受け入
れの実態把握に努めたい。


2点目は、今回の調査を通して明らかにした日本
の外国人受けれ政策の実情と課題，加えて日本に移
住した外国籍の方が直面している困難を1人でも多
くの人に知ってもらい，日本の移民政策の問題点に
ついて関心を持ってもうことができるようSNSやメ
ディアを通しての発信など啓蒙活動にも取り組んで
いきたい。


3点目は、日本の外国人受け入れ政策のより正確
な実態把握に向けて、在日外国籍の方だけではな
く、実際に外国人支援に取り組んでいる市役所や地
域NPOなどの方に対しても日本の外国人受け入れ政
策についての調査を行なっていきたい。


10. 終わりに
外国籍の方の日本での生活がより良いものになる
よう今後もより良い調査を通して日本の移民政策の
課題を明らかにするとともに，今後の移民政策の
あり方について絶えず考え，実現に向けて働き続け
ていきたい
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